
米国会計基準採用の有無 無 単元株制度採用の有無 有(１単元　1,000 株)

１. 19年 2月期の連結業績予想（ 平成 18年 3月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             28 円 93 銭　（注）１

  　　当社の設立は平成１８年９月１日ですが、連結業績予想については、完全子会社となった㈱松坂屋の中間連結財務諸表を引き継ぎ、期首に

　　　設立したものとみなして作成したものであります。

２. 19年 2月期の個別業績予想（ 平成 18年 9月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             14 円 46 銭　（注）１

３. 配当状況
・現金配当

 18年2月期

 19年2月期（実績）

 19年2月期（予想）

（注）１．連結および個別の１株当たり予想当期純利益（通期）の算出にあたっては、平成１８年９月１日現在の発行済株式数を使用しております。

　　　　　なお、連結の発行済株式数においては、㈱松坂屋が保有する親会社株式数を控除しております。

　　　　　平成１８年９月１日現在の発行済株式数

連結：　165,879,722株 個別：　165,895,830株

　　　２．㈱松坂屋は、平成１８年８月末現在の㈱松坂屋の株主に対し、１株当たり３円５０銭の中間配当を実施します。これを考慮した実質的な

　　　　　年間配当額は７円５０銭となります。

(注)上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な

     る可能性があります。なお、上記業績予想につきましては、添付資料の3ページを参照してください。
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経 営 方 針 
 
１．経営の基本方針 
  当社グループは、平成１８年９月１日に株式移転により純粋持株会社体制に移行し、

経営環境の変化に的確かつスピーディーに適応できる経営体制を整えました。  
この新しい体制のもと、当社グループは、地域の人々との信頼を深め、社業の発展を 
通じて豊かな生活文化の創造に貢献することを基本理念として、百貨店事業を中心に時 
代に適合した経営を実践し、顧客満足、従業員の働きがい、公正な取引、株主価値の最 
大化、環境保全、魅力的なまちづくりなどさまざまな価値の創造に積極的に取り組んで 
まいります。 

 
 
２．利益配分に関する基本方針 
    当社は、株主への利益還元を経営の最重要課題のひとつと考えており、安定的な配当
水準を維持することに加えて、設備投資やキャッシュ・フローの状況を勘案して、連結

配当性向３０％程度を目処に業績への連動性を重視した利益配分を行うことを基本方針

としております。 
 
 
３．中長期の経営戦略と対処すべき課題 
  当社グループは、持株会社体制のもと、百貨店事業を中核事業として、百貨店とのシ

ナジーの発揮を基本に、既存グループ事業を強化するとともに、生活文化の創造に貢献

する新たな事業分野に進出し、事業の拡大を図ります。 
また、重点事業分野と優先順位を明確にした戦略的投資を実行し、資産効率の高い経

営を実践することに加えて、事業再編スピードを加速し、グループ全体の企業価値向上

を目指します。 
  百貨店事業では、顧客視点での営業革新を軸とした既存店の収益力強化と、松坂屋ブ

ランドの価値向上に向けた銀座地区での次世代型百貨店の開発などに取り組み、安定し

た収益の確保と成長を目指します。 
  グループの既存事業では、百貨店事業とのシナジー効果の最大化と市場競争力強化に

努め、グループ外取引を拡大することで、連結収益の増大を目指します。 
  開発・不動産事業では、銀座地区や名古屋栄地区などで商業を中心とする複合施設の

開発に取り組む一方、所有不動産の付加価値を高める諸施策を推進して、収益の最大化

を図ります。 
  新規事業では、松坂屋グループの強みである数多くの優良顧客を主な対象として、サ

ービス領域での事業展開を拡大するほか、他社とのＭ＆Ａ、業務提携などを活用した新

たな小売業態への進出を目指します。 
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  また基盤整備として、グループ会社間の人的資源の再配分、外部人材の登用など抜本

的な人的インフラの整備・強化に取り組むとともに、成長シナリオに基づく戦略的投資

の実行によりグループの発展を目指してまいります。 

 
 
４．目標とする経営指標 
  本業の成果である営業利益を重視し、「２００５-２００７年度松坂屋中期経営計画」

の計画最終年度における当社グループの連結営業利益８２億円を目指しております。 

  併せて、有利子負債の削減、保有資産の見直し等により総資産の圧縮に努め、ＲＯＡ

（営業利益／総資産）の改善を図ってまいります。 

 

    ２００７年度 連結業績目標  営 業 利 益    ８２億円 

                   ＲＯＡ（営業利益／総資産）  ３．７％ 

                   有利子負債残高  ５８０億円 
 
 
５．通期の見通し 
個人消費は引き続き増加基調で推移することが期待されるものの、顧客ニーズが多様

化するなか、業態間、企業間の競争は一層激しさを増すものと思われます。 
百貨店業では、お客様第一の営業施策を実践し、愛され信頼される店舗づくりと商品・ 
サービスの提供を通じて、様々なライフスタイル提案を行ってまいります。  
名古屋店においては、多様な食のスタイルを楽しめるレストラン街の構築に取り組む 
ほか、上野店では、大規模改装の最終段階として本館・南館１階部分のリニューアルを 
進め、来春のグランドオープンを目指します。 
また、９月１日に営業を開始したテンプスタイル株式会社では、質の高い人材の百貨

店への供給拡大に努めてまいります。 
 このほか、物件費の大幅削減に全社横断的なプロジェクトで取り組むとともに、子会

社の組織再編と経営改革を推進し、強固な経営基盤の確立に努めてまいります。 
 以上のような諸施策の推進により、平成１９年２月期通期の連結売上高は 340,000百 
万円、経常利益 7,500百万円、当期純利益は 4,800百万円を予想しております。 

  なお、当社の設立は平成１８年９月１日ですが、この連結業績予想は完全子会社とな 
った㈱松坂屋の中間連結決算を引き継ぎ、期首に設立したものとみなして作成しており 
ます。 
また、持株会社である当社の平成１９年２月期（平成１８年９月から平成１９年２月 
まで６ヶ月）の個別決算の業績見通しといたしましては、売上高は 3,000百万円、経常 
利益は 2,400百万円、当期純利益は 2,400百万円を予想しております。 

 




